
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年５月11日

【四半期会計期間】 第51期第１四半期（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

【会社名】 光ビジネスフォーム株式会社

【英訳名】 HIKARI BUSINESS FORM CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　林　陽一

【本店の所在の場所】 東京都八王子市東浅川町553番地

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は下記の場所で行って

おります。）

【電話番号】 －

【事務連絡者氏名】 －

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿二丁目６番１号

【電話番号】 03（3348）1431（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　中沢　徳夫

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

光ビジネスフォーム株式会社(E00708)

四半期報告書

 1/12



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第50期
第１四半期
累計期間

第51期
第１四半期
累計期間

第50期

会計期間

自　平成29年
　　１月１日
至　平成29年
　　３月31日

自　平成30年
　　１月１日
至　平成30年
　　３月31日

自　平成29年
　　１月１日
至　平成29年
　　12月31日

売上高 （千円） 1,805,856 1,740,009 7,101,329

経常利益 （千円） 53,453 28,275 207,232

四半期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 38,450 15,044 △49,321

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 798,288 798,288 798,288

発行済株式総数 （株） 5,815,294 5,815,294 5,815,294

純資産額 （千円） 6,858,328 6,784,522 6,936,004

総資産額 （千円） 9,467,931 9,460,591 9,462,096

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）

（円） 6.65 2.60 △8.53

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 23.00

自己資本比率 （％） 72.4 71.7 73.3

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等について

は、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

５　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計上されており、また

潜在株式がないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第１四半期累計期間における我が国経済は、堅調な企業業績を背景に、雇用情勢や所得環境が改善され、緩や

かな回復基調が続いております。しかしながら、米国トランプ政権の保護主義政策や地政学的リスクの高まり、ま

た国内の人手不足問題などもあり、先行き不透明な状況にあります。

　フォーム印刷業界にありましては、電子媒体やデジタル化の進展により一般ビジネスフォーム印刷の需要が逓減

しており、その中で企業の経費削減や価格競争に加え、人件費の上昇などもあり、厳しい経営環境が続いておりま

す。

　この様な情勢の中、ビジネスフォームと情報処理の技術を総合的に組み合わせて新しいサービスに結びつけるよ

うな活動や、ビジネスプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）の分野での顧客層の拡充と付加価値の高いサービスの

提案を図ってまいりました。この結果、売上高1,740百万円（前年同四半期比3.6％減）、営業利益29百万円（前年

同四半期比44.5％減）、経常利益28百万円（前年同四半期比47.1％減）、四半期純利益15百万円（前年同四半期比

60.9％減）となりました。

　また、売上状況につきましては、ビジネスフォーム648百万円（前年同四半期比6.9％減）、一般帳票類412百万

円（前年同四半期比2.3％減）、データプリント及び関連加工577百万円（前年同四半期比2.9％減）、サプライ商

品101百万円（前年同四半期比9.7％増）となっております。

 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて1百万円減少し、9,460百万円となりました。

資産の部においては、流動資産が72百万円増加し2,722百万円、固定資産が74百万円減少し6,738百万円となりまし

た。また、負債の部においては、流動負債が189百万円増加し1,753百万円、固定負債が40百万円減少し922百万円

となりました。この結果、純資産の部においては、151百万円減少し6,784百万円となり、自己資本比率が71.7％と

なりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,400,000

計 15,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年５月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,815,294 5,815,294

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 5,815,294 5,815,294 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
― 5,815,294 ― 798,288 ― 600,052

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　 33,200
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　 5,779,600 57,796 ―

単元未満株式 普通株式　　　 2,494 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,815,294 ― ―

総株主の議決権 ― 57,796 ―

（注）　単元未満株式には当社所有の自己株式12株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

光ビジネスフォーム

株式会社

東京都八王子市

東浅川町553番地
33,200 － 33,200 0.57

計 － 33,200 － 33,200 0.57

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成30年１月１日から平成30

年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年12月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 975,956 1,205,619

受取手形及び売掛金 ※ 1,234,486 ※ 1,060,397

有価証券 30,000 －

製品 137,867 150,311

仕掛品 5,815 25,574

原材料 39,666 39,455

その他 226,475 240,880

貸倒引当金 △555 －

流動資産合計 2,649,712 2,722,238

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,309,528 1,295,183

機械及び装置（純額） 122,951 117,055

土地 2,507,281 2,507,281

その他（純額） 706,027 672,881

有形固定資産合計 4,645,790 4,592,401

無形固定資産 63,716 59,406

投資その他の資産   

投資有価証券 1,335,151 1,312,054

その他 769,535 776,300

貸倒引当金 △1,810 △1,810

投資その他の資産合計 2,102,877 2,086,545

固定資産合計 6,812,383 6,738,353

資産合計 9,462,096 9,460,591

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,034,515 964,524

短期借入金 － 150,000

未払法人税等 8,413 48,401

引当金 48,413 101,161

その他 471,750 488,988

流動負債合計 1,563,092 1,753,076

固定負債   

役員退職慰労引当金 187,052 189,759

資産除去債務 26,151 26,286

その他 749,796 706,947

固定負債合計 962,999 922,992

負債合計 2,526,091 2,676,069

純資産の部   

株主資本   

資本金 798,288 798,288

資本剰余金 600,052 600,052

利益剰余金 5,230,057 5,112,113

自己株式 △20,836 △20,836

株主資本合計 6,607,562 6,489,618

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 328,442 294,904

評価・換算差額等合計 328,442 294,904

純資産合計 6,936,004 6,784,522

負債純資産合計 9,462,096 9,460,591
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(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 1,805,856 1,740,009

売上原価 1,451,863 1,410,722

売上総利益 353,992 329,287

販売費及び一般管理費 301,705 300,281

営業利益 52,286 29,005

営業外収益   

受取利息 1,258 759

受取配当金 375 1,570

受取保険金 － 1

受取賃貸料 1,125 1,065

複合金融商品評価益 2,485 －

雑収入 876 1,161

営業外収益合計 6,121 4,557

営業外費用   

支払利息 4,079 4,453

固定資産除却損 0 2

雑損失 875 832

営業外費用合計 4,954 5,288

経常利益 53,453 28,275

特別利益   

固定資産売却益 1,074 －

投資有価証券売却益 709 1,403

特別利益合計 1,783 1,403

税引前四半期純利益 55,237 29,678

法人税、住民税及び事業税 40,586 40,653

法人税等調整額 △23,799 △26,019

法人税等合計 16,786 14,634

四半期純利益 38,450 15,044
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第１四

半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末残

高に含まれております。

 
前事業年度

（平成29年12月31日）
当第１四半期会計期間
（平成30年３月31日）

受取手形 21,476千円 13,944千円

 

 

（四半期損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に

係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年３月31日）

減価償却費 81,930千円 83,294千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成29年１月１日 至平成29年３月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日

定時株主総会
普通株式 104,093千円 18.00円  平成28年12月31日  平成29年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成30年１月１日 至平成30年３月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月29日

定時株主総会
普通株式 132,987千円 23.00円  平成29年12月31日  平成30年３月30日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

　関連会社を有していないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、印刷関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 6円65銭 2円60銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 38,450 15,044

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 38,450 15,044

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,782 5,782

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

 

  平成３０年５月９日

光ビジネスフォーム株式会社   

取　締　役　会　　　御　中   

 

 有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 羽　　鳥　　良　　彰　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 渡　邊　　康　一　郎　　印

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る光ビジネスフォーム株式会社の平成３０年１月１日から平成３０年１２月３１日までの第５１期事業
年度の第１四半期会計期間(平成３０年１月１日から平成３０年３月３１日まで)及び第１四半期累計期
間(平成３０年１月１日から平成３０年３月３１日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借
対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して
四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、光ビジネスフォーム株式会社の平成３０年
３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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